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研究成果の概要（和文）：（1）聴き取り調査とデータ分析を通じて、日本の気候変動政策で特徴的な、経団
連・業界団体による自主行動計画が機能するメカニズムとして、①「フリーライダー」の抑止機能と、より先進
的対策を求める企業の声が顕在化するのを抑止する②「保守化フィルタ」の2つの機能が明らかになった。
（2）パリ協定を契機に、英とカナダが提唱した「脱石炭発電連合」をはじめ、ドイツを先頭に脱原子力と脱炭
素の両立をめざすエネルギー政策が主流化しつつある。韓国も、文政権のもとで、長期的に脱原子力・脱石炭を
めざしている。
（3）日本国内における石炭火力発電建設問題について、仙台市・千葉市・袖ヶ浦市・横須賀市・神戸市の事例
研究を行った。

研究成果の概要（英文）：First, from the study on the voluntary approach to climate change policy in 
the industrial sector, the role of business associations in Japan was revealed. They consider the 
effect on member company in the most adverse scenario. It prevents the occurrence of "free-riding." 
They also need to evidences of the effectiveness of the policy to avoid the introduction of 
additional policies. 
Second,"Powering Past Coal Alliance" led by England and Canada, was established in November, 2017. 
De-nuclearization and  "Past Coal" are the main stream of new energy policy. Germany is a leading 
example. Under the Moon presidency, Korea also changed it's energy policy toward de-nuclearization 
and past coal, although Korea lacks for oil resources and external electricity supply. 
Third,after the Fukushima accident, Japan's government and power companies are promoting 
construction of coal-fired power plants. Air pollution, GHG emissions and other bad effects were 
worried and citizens are protesting.

研究分野： 環境社会学
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１．研究開始当初の背景 
 第 21 回気候変動枠組条約締約国会議
（COP21)を前に、独英を中心とする EU、
アメリカ、中国、韓国などでは気候変動問
題への関心が高まり、COP21 で、世界全体
が参加する温室効果ガス削減の新たな国際
的枠組が成立するのか国際的に注目が高ま
っていた。しかし福島原発事故にもかかわ
らず、日本では、エネルギー効率利用への
関心は高まったものの、気候変動問題およ
び気候変動政策への関心は低いままにとど
まってきた。 
 日本で気候変動政策・エネルギー政策転
換への関心が高まらないのはなぜなのか、
国際的・国内的文脈から社会学的に明らか
にする必要がある。 
 
２．研究の目的 
 2010 年〜13 年度の基盤研究（A）「温暖
化政策の政策形成過程と政策ネットワーク
の国際比較研究」の研究成果をふまえ、本
研究では、パリ協定成立前後の気候変動政
策とその国内外の規定要因に関して、日
本・韓国・英国・ドイツの 4ヶ国について、
気候変動政策・エネルギー政策と政策ネッ
トワークに関して国際比較研究を深掘りす
ることとした。 
  
３．研究の方法 
 ドイツ・英国は、EU の気候変動政策・エ
ネルギー政策をリードしている。韓国は、
石油資源に恵まれず、また EU 各国と異なり
周辺国から電力供給を受けることができな
いなど、気候変動とエネルギー問題に関す
る地政学的条件も日本とよく似ている。 
 2010 年〜13 年度の基盤研究（A）で得ら
れた日本のデータの分析を進め、国際比較
研究を進めるうえで、韓国・英国・ドイツ
はもっともふさわしい国である。 
 福島原発事故のエネルギー政策への影響、
2012 年後国内で急増した石炭火力発電所建
設問題にも、韓国・英国・ドイツとの比較
政策研究の焦点とすることとした。 
 具体的には、「パリ協定」 採択・批准後
の各国の気候変動対策に関する情報収集に
努めた。日本国内では、環境省の気候変動
問題の担当者、気候変動問題に関する環境
法学者・環境経済学者・環境政治学者、地
球温暖化防止活動推進センター(JCCCA)、
WWF ジャパン、気候ネットワーク、地球の
友ジャパンの気候変動担当者と情報交換を
すすすめ、「パリ協定」採択・批准後の日
本の政策の現状と課題について、原発再稼
働問題と石炭火力発電所建設問題に焦点を
あてて、分析を深めた。 
 
４．研究成果 
 （1）日本の気候変動政策で特徴的な、経団
連・業界団体による自主行動計画が限界はあ
りながらも機能する2つの要因として、「一番

不利になる企業に合わせる」ことが、離脱を
防止し「フリーライダー」を抑止する機能を
持っていること。第2に、業界団体の政治的影
響力を確保し続けるという動機が、気候変動
対策への一定の誘因を持っていることが明ら
かになった。しかしこれらの要因は、「政府
の影」を利用して、業界団体・各企業を主体
的従属性にとどめ、経営戦略としてより先進
的対策を求める企業の声が顕在化するのを抑
止する「保守化フィルタ」としても機能して
いる。 
 （2）2017年11月のCOP23の折に、英とカナ
ダが呼びかけの中心となり、「脱石炭発電連
合」(Powering Past Coal Alliance)が成立し、
合計60以上の国、自治体、企業が加盟してい
る。英国は、カナダ、フランスなどとともに、
2020 年から 2030 年にかけて 石炭火力発電
の廃止という方針を発表している。ドイツは、
褐炭を用いた石炭火力発電所の停止等、石炭
への依存度を低減の方針を明示し、脱原子力
と脱炭素の両立をめざす政策が定着している。
韓国も、文政権のもとで、稼働30年を超える
石炭火力発電所10基を 2022年までに廃止す
る方針を表明している。石炭火力発電の廃止
とともに、原発の新規建設計画をすべて白紙
に戻し、2基の建設工事を中断、老朽化した炉
については稼働期間の延長を認めず、再生可
能エネルギーの推進と天然ガス火力に力を入
れ、今後40年以内に原発ゼロをめざすと宣言
している。首都ソウルで2012年4月から始まっ
た原発1基分の省エネ政策が成功し、2014年6
月に計画の半年前に削減目標を達成したこと
が効いている。 
 （3）国内における石炭火力発電建設問題に
ついては、国内で論争になっている仙台市・
千葉市・袖ヶ浦市・横須賀市・神戸市の事例
について、関係者からの聴き取り調査を行い、
新設をめぐる住民団体・自治体等の姿勢を規
定している諸要因の解明に努めた。 
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